
た
め
、令
和
５
年
１
月
か
ら
は

I
C
チ
ッ
プ
を
組
み
込
ん
だ
電

子
自
動
車
検
査
証
の
交
付
が
予

定
さ
れ
て
い
ま
す
。ま
た
、自
動

車
の
検
査
に
お
い
て
は
、衝
突
被

害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
等
の
自
動
運
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全保有台数（117.7万台）

軽自動車（64.3万台）

登録自動車（51.2万台）

小型二輪車（2.2万台）

転
技
術
等
に
用
い
ら
れ
る
電
子

制
御
装
置
の
目
に
見
え
な
い
故

障
に
対
応
す
る
た
め
、令
和
６

年
１０
月
か
ら
電
子
的
な
検
査

（
O
B
D
検
査
）を
開
始
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

　
復
帰
前
の
沖
縄
で
は
、自
動

車
の
登
録
関
係
事
務
は
琉
球
政

府
附
属
機
関
と
し
て
設
置
さ
れ

た
車
両
登
録
事
務
所
が
所
管
し

て
お
り
ま
し
た
が
、復
帰
に
伴
い

自
動
車
の
検
査
・
登
録
の
事
務

は
国
が
一
元
的
に
実
施
す
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。（
平
成
14
年

7
月
か
ら
は
自
動
車
の
検
査
は

独
立
行
政
法
人
自
動
車
技
術

総
合
機
構
が
実
施
）

　
復
帰
後
、沖
縄
県
の
自
動
車

保
有
台
数
は
増
加
の
一
途
を
た

ど
り
、昭
和
47
年
度
末
時
点
で

20
万
台
余
り
で
あ
っ
た
保
有
台

数
は
平
成
23
年
１
月
末
に
初
め

て
百
万
台
を
超
え
、令
和
３
年

度
末
現
在
に
お
い
て
は
1
1
7

万
台（
内
、軽
自
動
車
64
万
台
）

に
達
し
て
い
ま
す
。

　
近
年
、自
動
車
を
保
有
す
る

た
め
に
必
要
な
手
続
き
と
、税
・

手
数
料
の
納
付
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
上
で
一
括
し
て
行
う
こ
と
を

可
能
す
る「
自
動
車
保
有
関
係

手
続
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

（
O
S
S
）」が
平
成
１７
年
１２
月

か
ら
開
始
さ
れ
、今
後
、O
S
S

の
更
な
る
利
便
性
向
上
を
図
る

自
動
車
の
検
査
と
登
録

沖
縄
総
合
事
務
局
50 

年
の
あ
ゆ
み

自
動
車
の
検
査
と
登
録

県
民
の
足
の
確
保
と
充
実

特集2

自動車保有車両数推移

昭和４８年に移転した現在の陸運事務所（浦添市港川）昭和４７年頃の陸運事務所（那覇市旭町）

昭和５３年の沖縄県の　
交通方法変更　

「730」に備えて、　
自動車のヘッドライトの　
左側通行用への交換風景　
（総理府発行「沖縄県交通　
方法変更の記録」より）▶

昭和３８年頃の
事業用自動車の
ナンバープレート▶

　令和４年４月から
　交付されている
　全国版図柄入り
◀ナンバープレート

沖縄総合事務局様_群星11_12月号_県民の足の確保と充実_自動車の検査と登録_2209_大城_津_b

　昭和４７年の復帰当時の沖縄は、社会・経済のあらゆる面で本土と著しい格差がありました。道
路、港湾、水道、住宅などの社会資本が不足し、医療、教育などの生活基盤、経済発展にとって不可
欠な産業基盤の整備も遅れていました。
　この５０年で、沖縄の社会資本、産業基盤は着実に整備され、沖縄は着実に発展してきました。政
府は５次にわたる振興計画や各種の特別措置等を講じ、その取組を後押してきました。一方で、一人
当たり県民所得の向上、子供の貧困の解消など、今なお残された取組課題があります。

沖縄総合事務局様_群星11_12月号_コラム_2209_大城_津_i
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復帰時と最近の比較
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1人当たり都市公園等面積
【都市公園】
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10.711.0
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※ 都市公園等には、特定地区公園（カントリーパーク）を含む

※ S48の値を1とした場合の伸び率

※ S48.3の値を1とした場合の伸び率 ※ S48の値を1とした場合の伸び率
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グラフで見る  沖縄振興の成果と課題グラフで見る  沖縄振興の成果と課題
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0

（％）
※全国の値は子供の貧困率（類似指標）

（出典）沖縄子ども調査（沖縄県）、国民生活基礎調査（厚生労働省）

（出典）国土交通省調

（出典）水道統計（厚生労働省）（出典）住宅・土地統計調査（国土交通省）

（出典）道路統計年報（国土交通省）

（出典）空港管理状況調書（国土交通省）

（出典）港湾統計年報（国土交通省） 

（出典）日本の廃棄物処理（環境省）（出典）国土交通省調

（出典）医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省）（出典）農林水産省調

沖縄（R3）

困窮世帯の割合（17歳以下）
【 子供の貧困 】

全国（H30）【参考】
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※ S48の値を1とした場合の伸び率

（出典）港湾統計年報（国土交通省）
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